
 

仕 様 書 

 

 

１ 趣 旨 

   令和８年４月の開設を目指して準備を進めている「地域政策学部（仮称）」の学

部設置について、設置届出に係る事前相談および申請書類全体（「設置の趣旨等を

記載した書類」、「学生の確保の見通し等を記載した書類（アンケート調査含）」、教

員組織編成等）のコンサルティングを行い、学部設置の準備が円滑に進むように

支援すること。 

 

２ 業務概要 

(1) 文部科学省へ提出する設置届出に係る事前相談および申請書類の内容確認・添

削・助言  

(2)  「学生の確保の見通し等を記載した書類」に添付するアンケート調査および報

告書の作成 

(3) その他認可申請に係る全般的な助言及び大学関連の情報提供 

   文部科学省大学設置室への Web 相談にあたっての相談内容・結果への対応検討・

助言や、その他新学部設置に係る全般的な助言及び情報提供 

 

３ 実施要領 

別添１のとおり 

 

４ その他 

（1）業務内容は、大学等設置届出に係る関係法令及び申請手続きに基づいているた

め、法令及び申請手続きの改正に伴い、新たな業務が必要となった場合には、別

途協議の上、進めるものとする。 

（2）本業務が当初想定する範囲を超えての作業・実費を伴う案件については、別途

協議の上、進めるものとする。 

（3）業務期間中には、「学生の確保の見通し等を記載した書類」に添付するアンケー

ト報告書等の提出書類を電子データファイル（マイクロソフト社の Word、

Excel、PowerPoint）で提出すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙１ 



 

別添１ 

 

福井県立大学「地域政策学部（仮称）」設置に関する設置届出支援業務実施要領 

 

１ 文部科学省へ提出する必要がある書類（＝作成支援を委託する書類） 

（文部科学省 大学の設置等に係る提出書類の作成の手引き（令和７年度開設用）より） 

 

２ スケジュール 

  令和６年６・９月：文部科学省への Web 相談 

  令和６年 10 月  ：文部科学省への事前相談 

  令和７年４月  ：文部科学省への届出申請 



 

 

３ 主な作成書類ごとの特記事項 

 全体 

  ・令和４年１０月施行の改正後大学設置基準により申請を行うため、新基準に基

づく助言を行うこと。 

 

 「設置の趣旨等を記載した書類」 

  ・学位プログラムとディプロマポリシーの関係性を示す「カリキュラムマップ」

を作成すること。 

 

 「教員名簿」、「教育課程」 

・学部名称や「設置の趣旨等を記載した書類」に沿った教員体制・教育課程であ

るかの審査を行うこと。 

 

 「学生の確保の見通し等を記載した書類」に添付する入口（高校生）・出口（企

業等）アンケート調査および報告書の作成 

（１）入口ニーズ調査（高校生対象） 

・調査対象 

   県内高等学校や本学への進学実績が豊富な県外高等学校の高校２年生を中心に

調査を行う。（詳細な高校数等の内容は、協議の上決定する。） 

 

・実施方法 

①電話等による調査依頼（本学職員が行う）の後、郵送等で配票・回収代行を行

う。（高校の希望によっては、Web 方式になる可能性もあるため、紙方式・Web

方式どちらも準備すること。） 

②調査結果の集計作業（単純集計およびクロス集計）、報告書の作成を行う。 

 

（２）出口ニーズ調査（企業等対象） 

・調査対象 

   卒業生の就職先として想定される企業および既設学部の就職実績や求人票が送

付された企業等を中心に調査を行う。（詳細な企業数等の内容は、協議の上決定

する。） 

 

・実施方法 

①郵送等で配票・回収代行を行う。（企業等の希望によっては、Web 方式になる可

能性もあるため、紙方式・Web 方式どちらも準備すること。） 

②調査結果の集計作業（単純集計およびクロス集計）、報告書の作成を行う。 

 

 

 

 



 

 ※留意事項（入口・出口共通） 

  ・アンケートに同封するリーフレットについて、以下の仕様で原案作成・印刷を

業務として実施すること。 

   （リーフレット仕様：Ａ３両面見開き、カラー印刷、10,000 部作成予定） 

  ・アンケート対象高校・企業等のリストアップを行うこと。（基礎となるデータ

は本学から提供する） 

  ・アンケート対象高校・企業等への回答依頼を行うこと。（封筒等は大学指定の

ものを使用する） 

  ・封筒以外の諸経費（アンケート印刷代、郵送費、回収費等）は、委託金額の中

に含めること。 

  ・アンケート対象高校・企業等への挨拶状については、業務として実施するこ

と。 


